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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コンクリート構造物表面に下塗り樹脂を塗布し、該塗布面に繊維基材を被着し、該繊維
基材表面に上塗り樹脂を塗布するコンクリート構造物の補修方法であって、前記下塗り樹
脂の粘度が４，０００ｍＰａ・ｓ以上１００，０００ｍＰａ・ｓ以下、チクソトロピック
インデックスが２．０以上５．０以下であり、前記上塗り樹脂の粘度が１００ｍＰａ・ｓ
以上４，０００ｍＰａ・ｓ未満、チクソトロピックインデックスが１．０以上２．０未満
であることを特徴とするコンクリート構造物の補修方法。
【請求項２】
　前記繊維基材がナイロン繊維またはビニロン繊維からなることを特徴とする請求項１に
記載のコンクリート構造物の補修方法。
【請求項３】
　前記下塗りの樹脂及び前記上塗り樹脂がアクリル樹脂であることを特徴とする請求項１
または２に記載のコンクリート構造物の補修方法。
【請求項４】
　前記下塗りの樹脂及び前記上塗り樹脂の１ｍｍ厚さの硬化体の平行光線透過率が７５％
以上であることを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のコンクリート構造物の補修
方法。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれかに記載の補修方法により補修されたことを特徴とするコンクリ
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ート構造物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、繊維基材をコンクリート構造物表面に接着するコンクリート構造物の補修方
法、及び該方法により補修されたコンクリート構造物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　コンクリート構造物は、建設時に発生した空洞や、コンクリート構造物自体の劣化、地
震、地盤沈下等の様々な要因により、コンクリート部にクラック、ひび割れ、剥落などが
生じる。
【０００３】
　クラックがコンクリート構造物の外側まで達しているときには、地中のコンクリート構
造物は地下水がコンクリート構造物に浸透し漏水の原因となる。コンクリート構造物にこ
のようなクラックやひび割れが生じた場合、コンクリート構造物を補修する必要がある。
【０００４】
　従来から、劣化したコンクリート構造物に対する補修方法として、炭素繊維やガラス繊
維、アラミド繊維といった強化繊維を配列した強化繊維基材をエポキシ樹脂等の常温硬化
性樹脂でコンクリート構造物表面に含浸接着する方法が知られているが（特許文献１）、
この方法では、補強効果を向上させるために目の詰まった強化繊維基材を使用すると、補
修後のコンクリート構造物の表面を直接目視観察することは困難であった。
【０００５】
　特許文献２には、ガラス繊維等のチェック糸をまばらに配列した補強繊維シートを用い
、チェック糸の変化によりコンクリート構造物の劣化状態を察知する方法が開示されてい
るが、この方法は、コンクリート構造物の表面を直接目視観察できるものではない。
【０００６】
　かかる点を解決する手段として、特許文献３には、コンクリート構造物表面に繊維基材
を接着剤を用いて接着し、接着後に繊維基材を通してコンクリート構造物表面を目視観察
可能とする方法が開示されている。この方法によれば、補修した後に元のコンクリート構
造物表面を目視で観察することができるため、補修後のコンクリート構造物表面が重大な
変状の進行を示したり、新たな重大な変状が発生した場合でもこれを確認することが可能
である。
【０００７】
【特許文献１】特開平９－５９９３７号公報
【特許文献２】特開平９－３７４５号公報
【特許文献３】特開２００１－３５５３４３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、特許文献３に記載の方法においては、目視観察可能とするために繊維間に十分
な間隙を有する繊維基材を使用すると共に、補強強度を確保するためにアラミド繊維等の
強化繊維基材を使用しており、繊維基材の選択性に制限があった。
【０００９】
　そこで、本発明は、繊維基材の種類を選ばずに、補修後も目視でコンクリート構造物の
変状の進行あるいは新たに発生した劣化、変状を確認することができるコンクリート構造
物の補修方法、及び該方法により補修されたコンクリート構造物を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　すなわち、本発明のコンクリート構造物の補修方法は、コンクリート構造物表面に下塗
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り樹脂を塗布し、該塗布面に繊維基材を被着し、該繊維基材表面に上塗り樹脂を塗布する
コンクリート構造物の補修方法であって、前記下塗り樹脂の粘度が４，０００ｍＰａ・ｓ
以上１００，０００ｍＰａ・ｓ以下、チクソトロピックインデックスが２．０以上５．０
以下であり、前記上塗り樹脂の粘度が１００ｍＰａ・ｓ以上４，０００ｍＰａ・ｓ未満、
チクソトロピックインデックスが１．０以上２．０未満であることを特徴とする。
【００１１】
　また、本発明のコンクリート構造物は、上記補修方法により補修されたことを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、コンクリート構造物、特に道路、鉄道トンネル等のコンクリート構造
物に繊維基材を接着した後もコンクリート構造物の表面状態が目視観察可能であり、繊維
基材を接着した後のコンクリート構造物の表面の変状の進行が目視で確認可能である。し
たがって、繊維基材を接着した後のコンクリート構造物の剥落、崩落等の異常現象の発生
前に早期に対策を講じることが可能となる。
【００１３】
　また、本発明によれば、繊維基材を接着性の硬化性樹脂でコンクリート構造物表面に接
着することにより、繊維基材をコンクリート構造物上面に安定して保持できると共に、硬
化性樹脂により長期的に信頼性の高い繊維基材の接着が維持でき、補強効果にも優れる。
　
【００１４】
　さらに、本発明によれば、繊維基材の材質、形状等にとらわれず、上記効果を得ること
ができ、コストダウンも可能である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
　以下、本発明を詳細に説明する。
【００１６】
　本発明の補修方法は、道路、鉄道トンネル等のコンクリート構造物の補修現場で、コン
クリート構造物表面に下塗り樹脂を塗布し、下塗り樹脂を塗布した面に繊維基材を被着し
、さらに繊維基材表面に上塗り樹脂を塗布することにより、透明なＦＲＰ層を形成して、
コンクリート構造物の補修（繊維補強）を行うものである。
【００１７】
　下塗り樹脂の塗布方法としては、刷毛塗り法、ロール塗布法など公知の方法が採用され
る。下塗り樹脂の塗布量は、繊維基材の目付け、空隙率等を考慮して適宜決定すればよい
が、好ましくは０．１ｋｇ／ｍ2～１．０ｋｇ／ｍ2、より好ましくは０．２ｋｇ／ｍ2～
０．６ｋｇ／ｍ2である。
【００１８】
　下塗り樹脂を塗布した面に繊維基材を被着した後、下塗り樹脂が硬化する前に、脱泡ロ
ーラー、ヘラ等を使用して繊維基材表面側を押さえ、繊維基材に下塗り樹脂を含浸させる
と共に、繊維基材裏面側に残存する気泡を除去するのが好ましい。
【００１９】
　上塗り樹脂の塗布方法としては、刷毛塗り法、ロール塗布法など公知の方法が採用され
る。上塗り樹脂の塗布量は、やはり、繊維基材の目付け、空隙率等を考慮して適宜決定す
ればよいが、好ましくは０．１ｋｇ／ｍ2～１．０ｋｇ／ｍ2、より好ましくは０．２ｋｇ
／ｍ2～０．６ｋｇ／ｍ2である。また、上塗り樹脂塗布後にも、脱泡ローラー、ヘラ等を
使用して繊維基材表面側を押さえ、繊維基材に上塗り樹脂を含浸させることが好ましい。
【００２０】
　下塗り樹脂は、粘度が４，０００ｍＰａ・ｓ以上１００，０００ｍＰａ・ｓ以下、好ま
しくは６，０００ｍＰａ・ｓ以上１５，０００ｍＰａ・ｓ以下、チクソトロピックインデ
ックスが２．０以上５．０以下、好ましくは３．０以上４．０以下である。かかる樹脂を
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下塗りの際に用いれば、樹脂のたれ落ちを防止し、かつ繊維基材をコンクリート構造物の
所定位置に保持することができる。
【００２１】
　一方、上塗り樹脂は、粘度が１００ｍＰａ・ｓ以上４，０００ｍＰａ・ｓ未満、好まし
くは２００ｍＰａ・ｓ以上１，０００ｍＰａ・ｓ以下、チクソトロピックインデックスが
１．０以上２．０未満、好ましくは１．０以上１．８以下である。かかる樹脂を上塗りの
際に用いれば、樹脂がゲル化前に確実に繊維基材の繊維フィラメントへ含浸するため、透
明なＦＲＰ層が形成される。
【００２２】
　尚、本発明において、粘度、チクソトロピックインデックスは、ＪＩＳ　Ｋ　７１１７
－２「プラスチック－液状、乳濁状又は分散状の樹脂－回転粘度計による見かけ粘度の測
定方法」に準拠して測定する。粘度は液温２０℃で、ローター回転数２０ｒｐｍで測定し
た粘度値である。またチクソトロピックインデックスは、ローター回転数２ｒｐｍで測定
した粘度値をローター回転数２０ｒｐｍで測定した粘度値で除した値である。
【００２３】
　下塗り樹脂、上塗り樹脂ともに、繊維基材に浸透し、硬化するものであれば特に限定さ
れないが、半透明または透明なものであることが好ましく、１ｍｍ厚さの硬化体の平行光
線透過率が７５％以上であることが好ましく、８０％以上であることがより好ましい。ま
た、屈折率が繊維基材の屈折率と近似していることが好ましく、用いる繊維基材にもよる
が、好ましくは１．４５～１．６１、より好ましくは１．４６～１．５４である。
【００２４】
　下塗り樹脂、上塗り樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、
ビニルエステル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂等の硬化性樹脂が挙げられる。これら
のうちでも、例えば道路、鉄道トンネルの補修のように短時間での施工完了が要求される
場合には、速硬化可能なアクリル樹脂が好ましい。アクリル樹脂としては、低温硬化性に
優れ、湿潤面への接着が可能であり、硬化時間が短く、カブレや環境規制物質等の含有量
が少ない、電気化学工業社製の「ハードロックＩＩ」（商品名）を好適に使用できる。
【００２５】
　本発明で用いる繊維基材の形状は特に限定されず、繊維を、平織、綾織等の適宜の方法
で１方向または２方向以上にシート状に配列したものでもよいし、不織布であってもよい
。また、繊維基材の目付は、補修を要する度合い、補修場所等に合わせて適宜選択すれば
よいが、好ましくは１００ｇ／ｍ2～６００ｇ／ｍ2、より好ましくは１２０ｇ／ｍ2～３
００ｇ／ｍ2である。また、繊維基材の屈折率は、下塗り樹脂、上塗り樹脂の屈折率と近
似していることが好ましく、用いる樹脂にもよるが、好ましくは１．５０～１．６０、よ
り好ましくは１．５１～１．５６である。
【００２６】
　繊維基材の材質も特に限定されず、ナイロン繊維、ビニロン繊維、ポリエチレン繊維、
ポリプロピレン繊維等の非強化繊維であってもよいし、炭素繊維、ガラス繊維、アラミド
繊維等の強化繊維であってもよい。これらのうちでも、透明度の高いＦＲＰ層を形成でき
、適度な柔らかさを有するために補修面の凹凸に追従しやすく、しかも経済性に優れるナ
イロン繊維、ビニロン繊維が好ましく、ナイロン繊維が特に好ましい。
【００２７】
　本発明においては、下塗りに先立って、繊維基材のコンクリート構造物への接着力を高
めるために、プライマーを塗布しておくことが好ましい。プライマーの塗布は、必要であ
れば、コンクリート構造物表面の止水、乾燥等を充分に行い、サンダーがけを施して凹凸
を取り除いた後に行うことが好ましい。プライマーの塗布方法としては、刷毛塗り法、ロ
ール塗布法など公知の方法が採用される。プライマーは、下塗り樹脂、上塗り樹脂と同程
度の透明性を有しているものが好ましく、下塗り樹脂、上塗り樹脂と同様の理由で、アク
リル系プライマーが好ましい。
【００２８】
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　プライマー塗布後には、必要に応じて不陸調整することが好ましい。不陸調整は、プラ
イマーの硬化後、必要な箇所に必要な量のパテ材等を塗布し硬化することにより行われる
。不陸調整材は、下塗り樹脂、上塗り樹脂と同程度の透明性を有しているものが好ましく
、下塗り樹脂、上塗り樹脂と同様の理由で、アクリル系パテが好ましい。
【実施例】
【００２９】
　以下、実施例により本発明をさらに詳細に説明する。尚、実施例で用いた部材は以下の
通りである。
【００３０】
　（１）コンクリート構造物
　ａ）コンクリート歩道板（ＪＩＳ　Ａ５３０４）
　３００ｍｍ×３００ｍｍ×６０ｍｍのコンクリート歩道板にひび割れを入れ、直径０．
５ｍｍ～２．０ｍｍのスペーサーを噛ませて復旧させたもの（以下、「歩道板」と記す）
。
【００３１】
　ｂ）鉄筋コンクリートＵ形蓋（ＪＩＳ　Ａ５３３４）
　６００ｍｍ×４００ｍｍ×６０ｍｍの鉄筋コンクリートＵ形蓋の中央部を、直径１００
ｍｍ×深さ６０ｍｍの形状でコア削孔したもの（以下、「Ｕ形蓋」と記す）。
【００３２】
　（２）繊維基材
　ナイロンクロス（２方向織物、繊維重量：２００ｇ／ｍ2、屈折率：１．５３）
【００３３】
　（３）樹脂
　以下に示す電気化学工業（株）製のアクリル系接着剤を使用した。
　樹脂１：デンカハードロックＩＩ　ＤＫ５５０－００３Ｒ（粘度η：３００ｍＰａ・ｓ
、チクソトロピックインデックス：１．０、１ｍｍ厚さ硬化体の平行光線透過率：８７％
、屈折率：１．４６）
　樹脂２：デンカハードロックＩＩ　ＤＫ５５０－０４Ｒ（粘度η：４２００ｍＰａ・ｓ
、チクソトロピックインデックス：４．１、１ｍｍ厚さ硬化体の平行光線透過率：８６％
、屈折率：１．４７）
【００３４】
　＜実施例１＞
　歩道板、Ｕ形蓋の繊維基材被着面を、＃８０のペーパーサンダーにてケレンしてレイタ
ンスを除去し、粉塵をエアブローで除去した後、プライマーとして樹脂１をローラーで塗
布した（塗布量：０．２ｋｇ／ｍ2）。なお、塗布面積は、歩道板は３００ｍｍ×３００
ｍｍ、Ｕ形蓋は４００ｍｍ×４００ｍｍとした。
【００３５】
　プライマー塗布後１５分放置し、下塗り樹脂として樹脂２をローラーで塗布し（塗布量
：０．３ｋｇ／ｍ2）、直ちに繊維基材を被着し、脱泡ローラーでしごいて、下塗り樹脂
を繊維基材に含浸させた。
【００３６】
　次に、繊維基材上に、上塗り樹脂として樹脂１をローラーで塗布した後（塗布量：０．
２ｋｇ／ｍ2）、２０℃で７日間、硬化養生を行った。
【００３７】
　この様にして得られた補修歩道板については、以下の基準でＦＲＰ層の透明性を評価し
た。
【００３８】
　レベル１：コンクリート構造物表面の０．２ｍｍの隙間又は新たな変化（ひび割れ）の
目視確認が可能。
　レベル２：コンクリート構造物表面の０．２ｍｍの隙間又は新たな変化（ひび割れ）の
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目視確認ができない。
【００３９】
　また、補修Ｕ形蓋については、以下の方法で、押し抜き試験、付着試験を行った。
【００４０】
　＜押し抜き試験（サンプル数ｎ＝３）＞
　万能試験機テンシロンＲＴＣ－１００ＫＮ（（株）オリエンテック製）を使用して、日
本道路公団試験規格ＪＨＳ　４２４にしたがい、最大荷重と最大荷重時の変位を測定した
。
【００４１】
　＜付着試験（サンプル数ｎ＝３）＞
　付着子（４０ｍｍ×４０ｍｍの鋼製建研式引張試験冶具）を、繊維基材上に接着剤（デ
ンカハードロックＩＩダイナＮ（電気化学工業（株）製））で接着し、接着剤が硬化した
後に、ダイヤモンドカッターで付着子の周囲４辺を歩道板へ深さ５ｍｍ以上となるように
切り込みを入れ、付着子と油圧式センターホールジャッキ（（株）丸菱科学機械製作所製
）を全ねじ棒で連結し油圧式センターホールジャッキで引張荷重をかけ、付着強さを測定
すると共に、破壊状態を以下の基準で評価した。
【００４２】
　レベル１：コンクリート基材が破壊した。
　レベル２：コンクリート基材とＦＲＰ層間が界面破壊した。
【００４３】
　さらに、以下の条件に暴露した補修歩道板、補修Ｕ形蓋について、同様に、ＦＲＰ層の
透明性、押し抜き試験、付着力試験を行い、耐久試験とした。
【００４４】
　ａ）条件Ａ
　温冷繰り返し１０サイクル（ＪＩＳ　Ａ　６９０９　７．１０）
　１サイクル：２０℃水中／１８ｈ→－２０℃気中／３ｈ→５０℃気中／３ｈ
【００４５】
　ｂ）条件Ｂ
　乾湿繰り返し３サイクル（ＪＩＳ　Ａ　６０２４　５．４）
　１サイクル：６０℃気中／１８ｈ→６０℃水中／６ｈ
【００４６】
　ｃ）条件Ｃ
　耐汚染性試験（首都高／コンクリート片剥落対策基準（案）Ｈ１５．２）
　汚染物質（白色ワセリン９０ｇ＋カーボンブラック１０ｇ混合物）１８ｇを布につけて
、直交する方向へそれぞれ５往復ずつ均等に力を入れてすり込み、３０分放置。その後、
清浄な布できれいに拭き取り、更に０．５％化粧石鹸水をつけた布で２０往復こすって洗
浄し、乾燥。
【００４７】
　これらの結果を表１に示す。尚、押し抜き試験、付着力試験については平均値を示した
。
【００４８】
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【表１】

【００４９】
　＜比較例１＞
　上塗り樹脂として樹脂２を用いた以外は実施例１と同様にして、補修歩道板、補修Ｕ形
蓋を製造し、実施例１と同様にして初期の特性を評価した。結果を表２に示す。
【００５０】

【表２】

FRP層
押抜き試験 付着力試験

最大荷重 最大荷重時の変位 付着強さ
透明性

[kN] [mm] [NImm汀
破壊状態

初期 1 3. 95 60. 11 3. 86 1 

条件A 1 3. 59 63. 05 4. 35 1 

耐久試験 条件B 1 3. 81 65. 19 3. 25 1 

条件c 1 3. 88 67. 35 3. 38 1 

FRP層
透明性

押抜き試験

最大荷重 1 最大荷重時の変位
[kN] I [mm] 

付着力試験

付着強さ

[N/nm汀
I 破壊状節

初期 C
J
 

3. 86 60. 59 3. 68 ー
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